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ロシアの市場移行における国家の失敗 1)
溝端佐登史
はじめに
市場経済移行をめぐる議論では，当初，グローバリゼーションに影響を
うけて新自由主義的な経済政策が有効であるのか否かを問う接近が多
< 2)' 同時に各国の初期条件や移行に伴う困難が注目された。さらに多く
の研究者の関心を引きつけたのは，市場形成における国家の役割であっ
た。ロシアでは，経済の落ち込みを「経済領域から国家を著しく追い出し
たリベラル改革者の原則的な誤りの結果」 (M.Oropo.[IHHROB, 2002, c叩・
12) と見なす批判が根強い。ソ連からロシアヘの転換過程のエリートを詳
細に検討したD.レーンは「ロシアにおける国家は転換過程以前にもまた
その過程でも相当弱体化していた。ゴルバチョフがはじめたソビエト国家
の弱体化は当初のエリツィンの行政の主たる政策となった」と述べ，ロシ
アを無秩序の資本主義と表現している (D.レー ン， C.ロス， 2001,pp.5-
7)。汚職度において国家の失敗をあげる世界銀行 (WorldBank, 2000), 
1)本研究は，平成14~17年度文部科学省科学研究費補助金（基盤研究C,14530008) 
の研究成果の一部である。本稿は政府機関と区別するうえでthestate failureを政
府の失敗ではなく，国家の失敗として扱っている。
2) IMF, 世界銀行の途上国へのコンディショナリティとしての自由化，安定化，民
営化の経済政策の強制が金融危機をもたらしたとする見方がある。ジョセフ・ス
テイグリッツ (2002)はロシアの経験において漸進主義が正しいと見なし， IMF
を批判する。
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改革の政治的過程に注目する EBRD(EBRD, 1999)などもまた市場移行
のひとつの主体である国家に焦点をあてている。
しかし，国家の退出が市場移行に否定的に結果したと主張されるにもか
かわらず，退出そのものの姿が十分に実証研究されているわけではない。
国内の政治状況，連邦制，民族対立，ナショナリズムなどは言及されて
も，国家の経済的機能の実体は明らかになっているわけではない。一体，
ロシアの国家は経済的にみてどのような規模になり，どのように弱体化し
たと言うのであろうか。
本稿は，ロシアの市場移行を困難にする要因として国家の失敗 (state
failure)に注目する。国家の大きさと強さを経済的側面に限って検討し，
市場経済移行のなかで国家の失敗がもつ意味を明らかにしたい。言うまで
もなく，エリツィン期に象徴的にあらわれた議会と大統領・政府との政治
的な対立や連邦の政治的位置（連邦と地方の対抗など），大統領制の権威
と正統性の強さといった側面は国家の強さを測る場合に欠くことができな
いものであるが，ここではロシアの政治状況にふれず，財政，国家の経済
的機能など限られた領域について国家の大きさと強さを測ってみよう。
1. 市場移行論における国家の失敗
市場移行にたいする接近のうち，もっとも明確に国家の過大な撤退を主
張したのはKZ. Poznanski (1999)である。かれは，国家の管理領域の縮
小，すなわち国家の撤退が移行経済に共通してあらわれており，その現象
はとくに金融セクターや外国貿易に見いだされ，こうした撤退が経済停滞
を招いたひとつの要因であると主張する。
自由な市場を主張するリベラル派も国家の失敗に注目している。 A
Shleifer and R W. Vishny (1998)は，移行経済における政府を 3つのモデ
ルー援助の手，見えざる手，略奪の手一によって特徴づける。第1は産業
政策に代表される国家介入，第2は伝統的な市場経済下の政府観（小さな
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政府）を意味する。第3は自己の利己的な目的を追求して公共の福祉を犠
牲にする政府であり，腐敗が経済発展に負に働く。ロシアやウクライナな
ど多くの旧ソ連諸国がその事例となる。国家（政府）の機能に焦点をあて
て市場移行を観察すれば，移行後の経済パフォーマンスは「市場の失敗」
ではなく，「政府の失敗」，「国家の移行の失敗」の結果と言えよう。
レントシーキングに注目したAAslund (2002) も，構造改革，マクロ
経済安定化，民営化を市場経済化に有効な経済政策として積極的に評価す
るとともに，私的な利益のための公権力乱用にあたるレントシーキング行
動と汚職が機能障害の国家，国家の誤作動を表現すると主張する。汚職の
基本的要因は権力をもつ国家官僚の汚職インセンティブにあり，自由化，
安定化，民営化によって汚職は減るが，それは国家の有効な法制度を前提
にしている。明文化された憲法がけっして適用されなかった共産主義の慢
性的な国家の失敗を軽減する国家の改革はもっとも困難な課題となる。し
かし，移行後のロシアでは，大統領（と地方の知事）の行政機構は大きく
かつ汚職の中心になり，行政と立法の区分，透明性と責任，法の支配と
いった原則が必要とされたが，責任のある強い国家は形成されなかった。
政府について，産業，企業を管理する国家計画委員会などは廃止された
が，実際には官僚機構は再編され，ビジネスに関与して利益を確保しただ
けでなく，企業・産業を助けることを自らの職務と見なした。国家権力は
過度に集中され，また責任を官庁間で薄めるという意味で過度に拡散さ
れ，国家機関の改革は官僚の抵抗から困難であった。市民サービス面で
も，決定的な要員の交替は起こらず，公務員の実質賃金の低下は追加的所
得を得るために汚職行動を強めた。これにたいし， AAslundは汚職（と
レントシーキング）は競争により取り除くことができると言う。しかし，
官僚機構そのものが自らの基盤を掘り崩す自由化・安定化政策を意識的に
選択し汚職を取り除くとは考えられず，それどころか大衆の支持を得よう
とする官僚機構のポビュリスト的行動により改革が不十分なままに終る政
治的わなに陥る可能性が強いために，改革の困難さは大きい。
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ロシアの市場移行論では，大統領制と政治的対立，国家の失敗（汚職の
形で表面化する国家の誤作動）が市場経済の作動にとっての制約要件に
なっていると結論づけられる。そこで以下では，実際にロシアの市場移行
における国家の大きさと強度を考察しよう。
2. ロシアにおける国家の大きさ
体制転換後のロシアでは，企業の自立性が強まり，ソ連解体も作用し
て，国家の大きさと強さ，その干渉領域は大幅に縮小した。とくに，新自
由主義的な経済政策を基盤にした IMFの影響，インフレーション抑制を
維持する緊縮財政政策 (P.Hanson, 2000)により，国家は小さくなったが，
そのことは機能的な国家への移行に成功したことを意味せず，多様な社会
勢力間の摩擦を抱え込んで，政策の不安定さをあらわにし，徴税能力の欠
如，急激な取引コストの上昇，国民経済の脱貨幣化などを伴う弱い国家を
もたらした (V.Mau, 2000, pp.32-37)。
国家の規模を確認しよう。第1図は，横軸に政府部門（中央政府および
地方政府）の就業者比重を，縦軸に財政規模を示している。原点近い左下
から右上に向かって，政府は大きくなる。ロシアはふたつの推移 (Raと
Rb)を示すが， Raは国有企業を含む政府部門の大きさ， Rbは純粋に政府
機関職員を示している。前者ではロシアの政府は縮小しているとは言えな
お大きいままであるが，後者では大きな変化を伴っていないが著しく小さ
い政府と言うことができる。財政ではロシアは日本に近い水準であり，ハ
ンガリー ヨーロッパの水準よりも低いが，先進資本主義諸国中で著しく
小さい政府と言うことはできない。
国家公務員規模にさらに接近しよう。第1表は， 1994年から2000年まで
の変動を示している。おおよそ安定した規模が維持されていること，法制
度の充実から立法関係が伸びていること，金融危機のときに減少するなど
経済実績との結びつきも見られることが特徴としてあげられる。公務員規
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模でロシアは縮小ではなく，漸次拡大の経過をたどってきた。しかも，公
務員における地方の比重は増加しており，増加幅は連邦よりも大きいだけ
でなく，経済変動の影響を受けていない。ロシアでは，連邦中央と対抗す
る地方政府（連邦主体）が1992年以来存してきた。地方政府は中央からの
制御を弛緩させ，市場移行の改革を損なうことに関心をもち，自己の権力
を経済的にも政治的にも維持してきた。とくに1998年金融危機後，地方工
リートは主要企業を制御するため地方の協力的な裁判所をあてにした戦略
第1図国家の規模
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（注） Jは日本，Uはアメリカ，Hはハンガリー，RaとRbはロシア。
〔出所〕 UN, Statistical Yearbook, 2001, US Census Bureau, Statistical Abstract of the United 
States, 2001, 総務省統計局『日本統計年鑑』平成14年， EBRD,Transition Report 
2001, rocKOMCTaT PoccHH, Pocc血 CKl滋 CTaTHCT匹 eCKl追 E寧ero,:¥I血，2001.
第 1表公務員規模の変動 (1,000人）
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 1994/2000 (%) 
政府機関合計 1004.3 1061.8 1093.0 1108.9 1102.8 1133.7 1163.3 115.8 
立法 7.1 8.8 10.5 11.1 11.0 14.5 15.5 218.3 
行政 894.4 945.1 971.3 984.5 983.9 1006.5 1029.5 115.1 
うち
連邦 379.9 416.2 433.0 442.5 409.9 412.8 404.7 106.5 
地方 514.5 528.9 538.3 542.0 574.0 593.7 624.8 121.4 
司法・検察 102.6 107.3 110.0 111.5 105.6 110.1 115.2 112.3 
その他 0.1 0.6 1.2 1.8 2.3 2.6 3.1 
（注）地方は連邦主体と地方自治体の合計。
〔出所〕 rocKOMCTaT PoccHH, Pocc皿 B~ゆpax2001. 
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で地方経済を牛耳ろうとしたことも地方の自立性を強めた (D.Slider, 
2001)。V.Gimpelson (2001) は「地方政府はきわめて重要な雇用者であ
り続けている。かれらは，教育，健康管理施設，住宅などをなお維持して
いる。・・・公的部門のなかには，絶対的にさえ1990年代に雇用を拡大したと
ころもあるc このことは明らかに，行政，教育，健康管理で生じた。後者
2部門では相対的に低賃金であったが，その賃金総額は拡大さえ示してい
る。このような雇用拡大の大部分は地域レベルで生じており，地方予算で
賄われなければならない」と述べている。少なくとも，地方の行政職員が
金融危機時に最大の成長率で増加しており，このことは地方が安定化のた
めに公務労働を活用したことを示唆している。こうして，員数では，小さ
な国家ではなく大きな国家が存した。
財政規模を考えよう。第2表はロシアの歳入・歳出（統合予算）を表し
第2表 ロシアの政府財政規模（統合予算， GDP比：％）
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 
歳 入 28.0 29.0 28.2 28.4 26.0 28.7 25.1 25.5 29.7 29.6 
歳 出 31.4 33.6 37.7 31.6 30.4 33.9 30.7 26.4 27.8 26.6 
財政収支 -3.4 -4.6 -9.5 -3.2 -4.4 -5.2 -5.6 -0.9 +1.9 +3.0 
政府への未払い 3.2 4.9 9.5 12.8 17.6 12.6 9.4 
予算未払い 2.5 3.7 6.0 7.3 9.4 8.0 6.6 5.8 
予算外基金 （収入） 7.9 7.7 8.0 7.3 7.8 8.7 7.6 7.2 7.7 6.7 
(J(¥一社会税）
（支出） 5.6 7.2 7.6 7.3 7.7 8.8 7.6 6.9 6.1 
対歳歳出内訳（ 出比：％）
行政費 5.9 7.3 7.8 2.6 3.5 3.7 3.7 3.7 4.6 遵法・保安 8.0 6.0 7.0 5.4 5.9 6.8 
社会・文化費 23.2 24.9 24.2 26.6 28.9 32.2 29.2 29.2 27.4 30.8 
国民経済費 34.5 28.1 27.8 28,0 26.0 25.9 19.8 17.5 18.0 14.1 
国債費 6.8 4.9 17.7 15.1 14.1 10.1 
〔出所〕 rocKoMcTaT Pocc:e: 互， Pocc互泣CK互:lCTaT互CT四 ecKHHE泣 ero,D;H皿， 2001,
CoIJ,1皿匹H0-3KOHOM匹 ecKoeII0110寧 eHHePoccHH, 2002.1. 
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ている。一見すると，歳入については25~30%の間を，歳出については26
~38%の間を変動し，その水準は一定していること，歳出は1997年以後に
低下し緊縮政策の実施の跡が見られること，さらに年金や医療保険などの
予算外基金 (2001年は単一社会税）を財政に加えると国家の支出全体の規
模はGDPの34~40%規模に相当する大きな政府であることが観察される。
また，政府への未払いを当該納付主体にたいする補助金と見なし，国家の
支出に含めると，税収の低下に伴い未払いが増加し，金融危機前後がもっ
とも大きくなっていること，全体として国家の支出規模は GDPの50%を
越す大きさになることが明らかになる。
歳出内訳は国家の大きさにかんし別の姿を教えてくれる。 1993~2001年
に，行政・保安関係の支出は約2倍の比重となり，対GDP比でも約1.5倍
になっている。同様に，社会・文化費も10年間に 7ポイント上昇し，国民
生活にたいする国家の影響は大きい。ただし，財政赤字を補填し，金融危
機を引き起こす一因となった国債発行が急増したことで国債費が歳出を圧
迫していること，直接の国家補助金を含む国民経済費が20ポイント以上減
らしていることから，国家の直接の温情主義的行動は後退していると考え
られる。
では，経済面でみた場合，国家は大きく退場したのだろうか。概して，
民営化によって，国家が直接所有する経済領域は急減している。 EBRO(欧
州復興開発銀行）の手による TransitionReportには移行状況を示すひとつ
の指標として，GDPに占める非国家（私的）部門の大きさがある（第3表）。
明らかにロシアの非国家部門はハンガリーよりも後れて推移しているもの
の，けっして低い値を示しているわけではなく，表面的に有為の差を検出
第3表 GDPに占める非国家（私的）部門の比重 （％） 
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
ハンガリ― I40 50 55 60 70 75 80 80 80 
ロシア 25 40 50 55 60 70 70 70 70 
〔出所〕 EBRD, Transition Report 2001. 
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することはできない。そこで，本稿では，経済における国家の大きさを就
業構成，産業部門，福祉レジームの 3つの領域から考えてみよう。
まず，国民経済における就業者を所有別に見よう。第4表は民営化に
よって，急激に国有・公有が1992~1994年に減少していること，金融危機
を契機に国家部門での雇用が縮小・停滞したが，私有の規模は増大し，
1998年は国有部門と私有部門における雇用の逆転年になっていること，国
有部門は全体として低下しているが， 40%ほどで一定水準を維持している
ことが明らかになる。このデータもまた国家の過大な退出を必ずしも明ら
かにしているわけではない凡
第4表所有形態別就業比重の変動
（就業者総数にたいする比率：％）
1992 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
就業者総数 (1,000人） 72071 68484 66409 65950 64693 63812 63963 64600 
国有・公有 68.9 44.7 42.1 42.0 40.0 38.1 38.2 38.1 
私有 19.5 33.0 34.4 35.6 39.9 43.2 44.3 45.0 
混合 10.5 21.1 22.2 21.0 18.3 16.4 14.9 14.1 
社会団体・宗教組織 0.8 0.7 0.7 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 
外国・合弁 0.3 0.5 0.6 0.8 1.2 1.6 1.8 2.0 
〔出所〕 rocK0111CTaT PoccHH, PoccHsr B~ ゆpax2001, C叩 .78.
それどころか，大きな国家が特定産業部門において観察される。ここで
は，自然独占部門と金融部門のふたつの産業部門において国家の大きさを
考えてみよう。
金融部門では，第5表にあるように中心的な 6つの国家銀行（ズベルバ
ンク，外国貿易銀行，ロシア開発銀行，ロシア農業銀行，ロシア輸出入銀
行，全ロシア地域開発銀行）だけに限っても，金融に占める国家の比重は
3) 2001年初に連邦主体が参加する営利企業は15,900件あり，約 320万人が就労して
いる。うち， 52%は100%所有の官営企業であり， 32%が株式会社か有限会社，
15.4%がその他（住宅・保健・ 教育といった非営利体は含まれていない）である。
民営化と国家部門の縮小にもかかわらず，国家が参加する企業は増大している
(Be~oMoc四， 9 anpeJIH 2002)。
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第5表 ロシアの主力国有銀行の比重
（総額に占める比重：％）
1997 1998 1999 2000 2001 
総資産 27.9 29.2 31.5 31.1 32.4 
融資 12.9 14.1 31 36.8 34.2 
国債取得 59 72.2 77.3 70.3 75.4 
自己資金 20.1 26.3 26.5 30.6 36.5 
預金 73,5 74.8 77.9 77.6 74.4 
〔出所〕 Be江OMOCTII,8 arrpeJIH 2002. 
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相当大きい。資産，企業向け融資，自己資金において1/3ほどの比重を占
め，国債取得と預金の吸収力では3/4を占めている。国家の保有する政策
系銀行においてズベルバンクが中心に位置し， 2001年前半期に資産，持ち
分資本，住民預金残高がいずれも18%, 29%, 20%増加し，純利潤は90億
ルーブルにもなる。同行の融資は2000年に石油や輸出産業の大企業向けと
地方向けを拡大したが， 2001年にリスク評価の欠如から回収不能債権が増
大し，国債向けを伸ばしている鸞 6国家銀行は大規模な債務者にたいす
る融資保証，大規模な住民貯蓄の維持と年金や義務的支払いなどの「社会
一金融機能」の確保，国債市場の維持，大規模な自然独占の債務への制御
に果たす役割は大きいと見られる (Be江OMOCTH,8 arrpeJI.H 2002)。
国家が直接に金融機関再編に影響する経路として， 1999年 3月に設立さ
れたロシア資産基金と中央銀行が保有する非営利機関の金融機関再建庁
(ARCO: The Agency for the Restructuring of Credit Organizations)がある。
ARCOは商業銀行の管理，再建案にもとづく資産買収，清算への参加を主
要な業務としており，金融危機後に破綻した商業銀行にたいするリストラ
を実施する機関である。 ARCOは主に地域プロジェクト，地方銀行の再編
にたずさわっているが，それだけでなく， SBS-Agroなど主要な銀行の管
理も実施している（溝端佐登史， 2001a)。
金融部門における国家の大きさは，政策系銀行や連邦・地方権力機関の
4) 2001年前半期に60%増加している (RECEP,2001, p.78, 溝端佐登史，2001a,p.82)。
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完全所有下にある銀行に限定できない。国家の部門官庁・省は，国有企業
を経由して，ポケット銀行として傘下銀行を保有している5)。例えば，原
子力省はコンベルス銀行（国有企業の持ち分は2002年初に42.69%), コン
エイヴァ銀行（同期に国有企業34.71%,連邦主体9.12%)を保有し，鉄道
省はトランスクレジット銀行（同期に国有企業47.68%)を，エネルギー
省はガスプロム銀行（同期に国有企業0.0002%,ガスプロム94.13%)な
どを保有している。 2001年10月初に，金融機関総数1322行のうち半分以上
が部分的ではあれ国家に属しており，この大きさは金融危機後の金融市場
の回復過程においても大きく変動していない。
もうひとつ，国家の影響力（所有と規制）が強いのは自然独占部門であ
る。ガスプロム，統一電カシステムロシア， トランスネフチ，鉄道業と
いった国家が所有する 4つの自然独占は1991~2001年に， GDP(額面）
に占める比重を8.8%から12.5%に増大させ， 1995~1998年期には17-18%
にまで達していた。この部門は雇用吸収機能も果たしている。 1991~2001
年に，ロシア全体で雇用が13%減少したにもかかわらず，電力では65%
(56.3万人から92.7万人に），パイプライン輸送では119%(8.5万人から18.6
万人に），ガス産業では204%(2.8万人から8.5万人に）それぞれ増大し，
鉄道業でも減少幅は9%にとどまった。自然独占部門は政府機関と同じよ
うに雇用面で緩衝力を有しているのである (3KOHOMHKa互寧互3Hb,N2.9, 
MapT 2002, crp.2-3)。また，自然独占部門の主要な投資源泉は自己資金
であるが，国家資金の影響は強い。政府資金の移転部分は石油採掘部門
(1999年前半期に全投資の6.7%),電力企業（同， 3.5%)において大きく，
連邦の特定目的プログラム資金（原子力省）も含めて，投資に占める国家
の比重はなお大きい (Pocc互HCKOeCTaT互CT互可eCKOeareHCTBO, 
R CIIOJib30BaH:e:e HHBeCT互ヰ互互 BOCHOBHO互 Karr互TaJIB OTpaCJISIX 
eCTeCTBem四 XMOHOIIOJIHH B 1110.rryro~1999, No.2 (6), M.)。
5)全銀行の80%はポケット銀行であり，株主にたいするサービス以外の機能を果た
していない (KoMMepcaHTb,28 Map-ra 2002)。
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福祉レジームも市場，家族とともに，国家に分担される領域であり，市
場にとってのひとつのセーフティネットと考えることができる。社会主義
経済システムがひとつの福祉国家の型と見なされる以上，そこでの国家の
影響力は市場経済移行過程においても大きい。社会保障改革は次の 3つの
レベルで実施されている。第1層は年金，保健，無料教育など国家が最低
限度，社会の全構成員が受け入れうる水準を保障するものであり，国家予
算から支出され，とくに社会的弱者に欠くことができない。第2層は疾病
など社会的リスクに備えた国家保険の義務的プログラムである。連帯原則
で成り立ち，主に保険料支払いによる。 2つの層は財政と保険で源泉が異
なるが，税と保険料の統合が保険機能に否定的に作用する危険性があるこ
と，連邦の権力機関と地方の間でその責任区分をめぐり摩擦が発生するこ
とが問題となる。第3層は物的保障を必要とする者の利害を満たすもの
で，有償での社会的サービス，非国家年金，任意保険などが含まれ
(HC3I1H, 2001), 市場移行に伴い比重を高めている。例えば，ヘルスケ
ア向け国家支出は対GDP比で3%程度を維持しているが，国家の分担分
は実際の支出の半分程度しか補完していない (J.Shapiro, 2001)。
3. ロシアにおける国家の強さ
国家は大きさにおいては過度に撤退したわけではなかった。むしろ，国
家の失敗はその弱さ，不安定さにある。
では，国家の強さの度合いはどのように測定できるのであろうか。政治
的意思決定領域を別にすれば，ここでは，市場経済移行の経済政策を実施
するための安定した政府を，行政機構，汚職，独占の影響（ロビー），中
間階級の大きさとその支持の4つの側面について考えてみよう。
第1に，国家はその大きさにもかかわらず，安定した行政機構は編成さ
れなかった。もっとも注目される非効率な行政機構は，徴税機関である。
V. Tanzi (2001)は， 1990年に設立された国税局の機能は分散化し，その
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地方機関が財務省の監督をうけ，税を効率的に管理できなかったこと凡
国税局には役割区分の不明確さ，国家機関間での責任の分散，能力と職員
の欠如，資金の不足という困難が存していたこと，税の未納の発生に伴
い，税務機関の枠外に徴税機関”が設立され，組織的に効率的でないだけ
ではなく，税が企業との交渉事項と化したこと，法的な明確さを欠き，税
監察官，税務警察，地方の国税機関の間で権限が不確定であったこと，納
税者教育や支援施設が存していなかったこと，地方の権力機関は自らの影
響力を減ずるような変化に反対であり，大規模な滞納企業が政治的に影響
し，とくに地域での企業のロビー活動が強いといった政治的な障害が徴税
体制に否定的に作用したこと，を主張している。法制度の不備だけでな
く，官僚主義，ロビー活動などが行政機構の非効率さと不安定さをもたら
したと考えられる。
第2に，国家は大きく，民営化などによって私的な企業家の手への資源
移転の機会が大きいために，さらに公務員の所得水準の低さも加わって，
汚職が増大し，それが国家の経済政策に動揺をもたらし，信頼性を低め
た8)。
世界銀行によると，行政的汚職と国家捕獲 (statecapture)が区別され，
前者は国家あるいは非国家に利益を与えるために既存の法の施行に歪みを
もたらすことであり，後者は自身の利益になるように法の形成に個人，企
業，集団が影響しようとする行為を指している。ロシアは前者の汚職では
旧社会主義諸国のなかで中位にあるが，後者の規模については最上位に位
置する (WorldBank, 2000, L. Shelley, 2001)。つまり，「ロシアには差別的
6)国税局は創立時から1997年までに員数は 3倍の18万人にまでなったが，徴税能力
は低下していた (V.Tanzi, 2001)。
7)例えば， 1996年の非常事態税委員会。
8) ロシア市民は毎年 370億ドル以上を全体として多様な官吏に賄賂として費やして
いる。この賄賂額のうち， 90%以上はビジネス面での汚職で，生活面の汚職は10%
にも満たないが大きい。生活面では，医療サービス，大学入試，交通取り締まりが
上位にある (lfaBec匹紅， 22Ma.a: 2002)。
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な利益とゼロではない取引コストと結びつく企業と国家主体の間での経済
ルールの連続的な交渉と再交渉の空間が存するのである」 (V.Radaev, 
2000, p.65)。国家官僚は交渉の際に，政治的有利さあるいは行政的有利さ
を失わない。行政的な障壁と公式のルールにおける情報の欠如は市場が未
発達の結果ではなく，公式の所有権が国家から企業の手に移るという条件
のもとでの企業にたいする官僚的調整を維持しようとする官僚の意思の結
果と考えられる (V.Radaev, 2000, p.66)。
このような汚職と国家捕獲の存在は，市場・行政での公式の取引以外に，
非公式の取引が存在することを示唆する。例えば，公共財のひとつである
医療について，家計に占める国家および私的医療機関への支払いにおける
公式一非公式の支払いの相関は，入院などで医者への非公式の支払いが大
きいなど，非公式領域の大きい規模を示している (MC3IIH,2001, CTJl. 
306-308)。汚職は非公式領域を安定化させ，公式領域を不安定化させる。
第3に，企業・産業は国家捕獲のために，ロビーを通じてその意思を政
治に反映し，レントを取得しようとした。第2図は，ロシアのロビイスト
の代表として企業・金融機関の合同体である金融・産業グループが国家に
第2図 ロシアのロビイズム
下院問題
（注） FIGは金融・産業グループ。
〔出所〕 MaBec四 SI,19 OKT.H6p只2001.
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影響する経路を指し示している。汚職や献金などの個人的な接触だけでな
く，公式に政治参加することで，政策決定に関与し，レントを取得する関
係が浮かび上がる。とくに，軍産複合体，燃料エネルギー複合体，農工複
合体の 3つが中心的なロビー集団を構成し，政党，議会，政府，マスコミ
に影響する (liaBec四 H,19 ORTH6p.11 2001)。財界の意思を反映するロシ
ア企業家・産業家連盟や銀行連盟などの業界組織もまた，ロビイストと位
置づけることができ，その利害対象には地方機関も含まれる。少なくと
も，不透明な意思決定過程における多様なロビーの存在は国家の強さと政
策の信頼性を弱めるひとつの要因と見なすことができる。
第4に，市場経済の形成にとって安定した支持層となるべき中間階級
（中間層）は厚くなかった。例えば，ロシア社会・国民問題独立研究所
(PHHC互HIT)のプロジェクト「現代ロシア社会における中間階級」は，
多様な社会調査を通じて，ロシアの中間階級は量的には経済危機前に国民
の25%(危機後に16-18%に低下したが）を占め，資質的に市場への適合
性，高い社会的流動性，国家にたいする依存度の低さ，自由などの価値観
を示す。しかし，このプロジェクトは中間階級が雑多な職種からなり，社
会的に影響力がない (silentminority) ことをも主張している (M.K. 
ropllIKOB, H. E. THXOHOBa, A IO. 可errype皿 o,1999)。中間階級の希薄さ
と脆弱さは，市場指向型の政府のスタンスに動揺を与えるだけでなく，政
府（とくに地方政府）を国民の相当数が含まれる下位の階層の国家にたい
する強い依存度（温情主義）を反映したポビュリズム的な経済政策に押し
やる。
ロシアの体制転換では，国家は過度に縮小したわけではないが，国家の
強さにおいて，弱さ，不安定さが保持され，そのことがロシアの市場移行
過程を規定する要因として作用していた。国家の弱さにかんして，新自由
主義的な経済政策の結果とする見解とともに，弱い国家に関心をもつ経済
主体の捕獲行為の結果とする見解 (AAslund, 2002)がある。後者に立て
ば，経済主体が私的な保護機関 (protection)を選択することが，基本的
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な公共財を提供するという国家の能力を減じてきた (T.Frye, 2000)。し
かも，このような経済主体間の関係は量的に拡大しただけでなく， 1990年
代後半期に，住民の「国家恐怖症」叫官僚と企業家の「実務的協力」の
発生，国家の法的機構の分断などによって，非通貨決済などの形で弱い国
家の制度形成が進行し (IIC8I1H,2001, CTp.277-280), 弱い国家が常態
化した。
4. 強い国家への移行の可能性
ロシアでは自由主義的な市場経済化，脱国家化が追求された。並行し
て，国家はその大きさにおいては必ずしも過大に撤退したわけではなかっ
たが，その役割・ 強さにおいて過大に撤退した。しかし， このような国家
のあり方にたいし，強い国家の形成が課題とならなかったわけではない。
エリツィンは政治危機が表面化し，「ショック療法」にたいする批判が
強まるにつれ，財政・金融政策を緩和させ，国家の意思を反映した産業政
策を経済政策に盛り込み，遅くとも1994年最初の大統領教書は改革路線の
継続とともに，「国家の強化」，「有効な国家規制」一輸出にたいする国家
統制・外国為替管理などーを主張して，政策スタンスは変化した。また，
「経済安全保障」概念が検討され， 1996年に大統領令「ロシア連邦の経済
安全保障の国家戦略」が公布された。この概念は，国益の保護，社会的に
方向づけられた政策，十分な国防力が確保される経済および権力機関の状
況と理解され，国家のもっとも重要な機能と見なされた (pe江.,B.K. 
CeH<1aroB, 1998)。さらに， 1996年以後の経済政策は，ロビーの影響を受
けて連邦レベルでも地方レベルでも，産業政策への傾斜を強めた（溝端佐
登史， 1999)。しかし，スタンスの変化と政策選択の有効性は国家の弱さ
9)国家恐怖症はソ連国家の側からの市民の全生活へのコントロールの数十年間にた
いする反作用であり，ヤミ経済の規模に影響する (JI.51.Kocanc, P.B. PbIBKHHa, 
202, CTp.15)。
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のなかでは限定的なものであった。
総じてエリツィン時代の国家の能力は限られたものであった（ウラジミ
ル・ギンペリソン，2001)。プーチン大統領にかわり， 2000年6月「発展戦
略： 2010年までのロシア連邦」（戦略策定センター）を基礎にした政府の
経済政策は，投資・企業活動のための基礎的な法の策定，国家機能の作動
をとりあげ， 2000年 7月大統領教書は，「非効率な国家」を長期の経済危
機の主要因ととらえ，リベラルな自由主義思想とともに，安定した強い国
家を政策構想の中軸に位置づけた（溝端佐登史， 2001b)。大統領は地方や
マスメディアにたいする統制を強めるなど垂直的な国家の影響力を安定さ
せIO)'2002年 4月大統領教書も非効率な国家機関を批判して，国家の役割
を強調している。教書は，行政改革による官僚機構の簡素化と汚職問題を
あげ，法制度では裁判制度の信用失墜を批判している。さらに教書は，自
然独占改革，効率的な権力機構にもとづく公益事業部門改革， WTO(世
界貿易機関）を道具と見なすことによる世界分業への参加の可能性などを
提起している。とくに，投資を抑える行政的障壁11)の除去，脱官僚化，
地方権力機関にたいする制御は経済成長要因として注目されている
(Heaa皿 C匹 a.H,17 Ma.II 2002)。
このように，行政改革，汚職にたいする制限などは強い国家の形成を示
す動きである。それにもかかわらず，国家の強さを制約する既存の要素は
取り除かれているわけではない。いくつかの側面を指摘しよう。
第 1に，官僚主義が強く，民営化をめぐる政治対立が存しており
(Be,o;oMoc四， 26HO.H6p.H 2001) , 破産法，銀行，独占，証券規制など市場
経済にとっての法的インフラストラクチュアをめぐる官庁間の対抗は大き
ぃ。脱官僚化の法は地方では実施されないと言われ (KoMMepcaH咋， 6
10)ロシアの89連邦主体にたいする連邦中央の直接の影響力が強くなっただけでな
く，連邦主体間の合併をめぐる議論も行われている (HaBecTHJI,18 anpeJI.1 
2002)。
1)建設認可を受け取るだけで実業家は約40の機関を訪ね，公式の支払いだけで70種
支払わなければならない (HeaaBHCHMall,17 Mall 2002)。
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HIOH.H 2002), 地域経済への国家千渉は強いままであるうえに，徴税をめ
ぐる地方政府間の対立も根深い12)0 
第2に，国家の経済政策にたいして，独占，大規模な企業・金融集団，
ロビー集団はその影響力を維持し，強めている。 WTO加盟では， 2001年
大統領教書はロシアの法を WTOのルールに沿ったものにかえることを主
張していたが， 2002年には加盟のために「権力とビジネス」の交渉の余地
をあげWTOにたいする態度が後退したと言われる (3RcrrepT,NQ.16, 22 
arrpeJI.H 2002)。財界と官庁のいくつかは， WTOへの加盟に反対し，参加
に伴う損失の補填と利益の取得にかかわる特別の条件を引き出そうとする
ロビー活動を強めている。例えば，金融部門は保護措置に関心をもち，農
工部門は多様な経路での補助金か輸入品への高い関税を求める (HOBoe
BpeM.H, Ndl, 2002)。とくに，農業関係では，多くの実業家や官僚を統合
するロシア農業食糧連盟が融資の国家保証，輸出補助金， WTO加盟の際
の国家保護などを求めるロビー活動を行っている (Be,r:i;OMOCTH,12 
MapTa 2002) 13)。
また，独占行為については，訴訟件数が増加し， とくに連邦の地方管轄
機関，地方権力機関における違法行為が多く検出されるにもかかわらず，
反独占機関の規制は必ずしも有効に作動していない (3ROHOMHRa互
12) ノリリスクニッケル社にたいするクラスノヤルスク地方とタイムィル自治管区の
対立が事例となる (KoMMepcaHTI,,2 MapTa 2002)。地方における国家干渉は根深
く，これは新しい現象ではなく計画経済の遺産であり，企業の地方行政府の政策へ
の依存が強い。干渉度の低い地域はサンクト・ペテルブルク市，チュメニ州，ロス
トフ州で，干渉の平均レベルにある地域はペルミ州，レニングラード州，ヴォログ
ダ州で，過大な干渉地域はバシコルトスタン共和国，ハバロフクス地方，チュヴァ
シア共和国，コミ共和国である (Be邸OMOCT互， 9arrpena 2002)。
13)農業省副大臣によると，①農業政策について自由化と国内生産者・国益のための
国家の保護主義という相矛盾する方向が見られる，②EU, アメリカの国家農業補
助金に比ベロシアの農業補助金はごくわずかで，ロシアの農業生産者は差別されて
いる，③国家支援資金の3/4を地方が拠出し，残り1/4を連邦予算が支出している
(HeaaBHCHMa.lI, 22 Ma.H 2002)。
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寓互3Hh,NQ.12, MapT 2002)。
第3に，国家の影響力が大きい金融部門における改革がなお後れてい
る。金融改革をめぐる官庁間の見解は一致していない。国家の銀行への介
入を取り除くために，反独占省は25%以上の銀行株の所有制限措置を求め
ているのにたいし (KoMMepcaH咋， 28MapTa 2002) , 政府は国有企業か
ら資産省へ株を譲渡することで国家の銀行資本への参加を制限する決定を
採択しているが，国家自ら銀行を政策の道具と見なすために，必ずしも銀
行民営化は透明な処方箋を描いていない (Be江OMOCT互， 8arrpeJU1 2002)。
さらに，市場的な価値観を認める住民数が増え，中間階級は増加してい
るが (3xCIIepT,NQ.43, Hoa6ph 2001)が，その規模は限定的であり，失
業率の漸増，貧困層の拡大と所得・資産格差の拡大など，政府にポビュリ
ズム的な行動をとらせる条件は根強い14)0 
こうした事情はいずれも，金融危機後のロシアで強い国家が形成されな
い要件であり，プーチン政権下でも強く作用している。そのうえ，次の2
つの事情が弱さを再編・維持する基盤になっている。
第1に，国民の意識・信頼感の欠如が国家の強さにたいする制約になっ
ている。すなわち，社会主義時代の一方で温情主義的，他方で国家恐怖症
的な国家観にかわる市場経済下の国家観がなお形成されず，国民の国家に
たいする信頼感は強くない。例えば，社会主義の完全雇用のイデオロギー
下での労働の代表権の保証 (security)・ 雇用（生活）の保全は一党支配と
労働組合への統合下で形式的ではあれ存したが（温情主義），市場移行後，
労働組合への統合は低下し，代表権の不安定さ (insecurity)が浸透し，
国家との交渉は不安定化するか，労働者の企業への依存は強まった (G.
Standing, 2002)。企業には福利厚生の提供を維持する動機が強く働いてお
14)住宅・公益事業の料金は多くの地方政府によって意識的に低く抑えられ，電カ・
エネルギー等の企業体への債務が累積するという地方政府レベルでのポピュリズム
政策が維持されている。例えば，ウリヤノフスク州では住民の46%の生活が豊かで
ないことがこの政策を選択させている (HeaSB互cHMasr,24 anpeJIJ1 2002)。
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り，これは弱い国家（公共財を提供しえない国家）に代替している。公務
員の確保という形を除けば，住民生活を保証する能力を著しく低下させた
国家にかわり，企業が温情主義を維持するひとつの緩衝材となっている。
また，国家恐怖症は住民を公式経済部門から非公式部門，ヤミ経済部門へ
駆り立てるひとつの動機となる。
第2に，ロシアの市場経済化過程では，非公式部門やヤミ経済部門に代
表される領域で取引や意思決定のルール，慣習などが制度化されてきた。
その際，弱い国家自体もまたロビーや官僚と企業との交渉・汚職などの形
で制度に作用している。つまり，制度形成は，合法的な基盤のうえに市場
の制度が形成される場合だけでなく，ヤミ経済や非公式部門が自生的に発
展する場合をも含んでいる (JI.51.KocaJic, P.B. PhlBKHHa, 2002, CTp.17-
18)。それゆえ，国家の弱さはそれ自身の制度，再生産の基盤のうえに存
しているのであり，上からの政治的に強力な権力が働くだけで国家が強く
安定するわけではないと考えられる。
おわりに
公害の発生に代表される市場の失敗という見方にたいし， 1970年代以来
新自由主義的イデオロギー下で，非効率な官僚主義から政府の失敗が強調
された。 1980年代末の市場経済移行はこうした市場原理主義的なイデオロ
ギー（とその政策を実施する国際機関である IMFや世界銀行）に影響さ
れたために，自由化・安定化・民営化・規制緩和を通じた小さな政府の形
成が移行の前提と考えられた。党国家体制が解体し，民主的で多頭制の政
治システムに移行するという課題もまたリベラルな国家の見方を促すもの
であった。この過程は，市場への過信というよりも，経済政策に責任をも
つものの想像力 (imagination)が失敗したという意味で，「市場の失敗」
と見ることができる (L.Andor and M. Summers, 1998, p.2.)。
視点をかえて，資本主義社会における国家は管理装置を内包しており，
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国民経済における国家介入，階級対立を調整する市民社会における国家，
法治国家・文化・教育・イデオロギーの総括者としての国家という作動領
域が存する（宮本憲一， 1981,pp.40-43)。こうした国家は先進資本主義諸
国の経験では縮小よりも巨大化の傾向を示している。それゆえ，資本主義
社会における国家論は，法治国家や福祉国家の限られた見方を除けば，市
場移行にたいする政策や接近に必ずしも十分に反映していない。市場を自
生的秩序ととらえようと，移植可能な制度ととらえようと，国家は市場経
済移行に重要な位置を占めているのである。
リベラルな立場にたつAAslund (2002) は急進的な改革として，イン
フレ抑制，厳しい通貨政策，価格自由化と補助金廃止，取引の自由化と独
占解体，為替自由化，自由貿易，私的部門への制限の撤廃，民営化，セー
フティネットの導入をあげるとともに (p.77),国家独裁の再建とレント
シーキング国家を急進的改革への選択肢と見なし，「民主主義は，強い国
家を打ち立て，公益をもたらすので，共産主義後の経済システム転換に不
可欠である」 (p.10)と主張する。「共産主義後の国家建設は高い経済成長，
不可欠な公共財の配分，適度な平等性といった社会的目的を達成しうる機
能的な国家」 (p.348) と位置づけるが，ロシアの現実はかれの提起にこた
えていない国家の失敗を表出させている。
国家の失敗は，民主的なルールが採択されるだけでは解決されず，強い
国家を求める権威主義的で強権的な政権が誕生しただけでも解消されな
ぃ。資本主義社会における国家の作動領域が広範囲に及び，法・公共サー
ビスや国民経済だけでなく，市民社会領域に密接にかかわっているからで
ある。また，ロシアだけでなく移行諸国の実証研究によると，弱い国家
は，国家の管理装置のヒエラルヒーとルールの不安定さだけでなく，ロ
ビーの影響を受けやすい経済政策の策定，汚職，犯罪の増加という形をも
とる。そのうえ，ソ連の国家のあり方がロシアのそれに及ぼす影響も大き
ぃ。市場形成において制度的な遺産に依拠する経路依存性が作用したよう
に，国家建設においても階級，国家制度などの遺産は無視できないのであ
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る。さらに，東欧諸国のモデルとなる EUへの加盟（欧州への回帰）は，
ロシアの市場移行を支える要件（アンカー）になっているわけではない。
それゆえ，ロシアにおける国家建設は市場の制度形成と同じように漸進的
な歩みを示すと考えられる。
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